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参考 1 

参考表-1(1) 第１回旧ＲＤ最終処分場有害物調査検討委員会における住民意見等に対する助言等 
意  見  等 委                                 員 番

号 

区

分  大嶺聖 委員 小野雄策 委員 梶山正三 委員 大東憲二 委員 樋口壯太郎 委員 

１ 住

民

の

皆

さ

ん

か

ら

の

意

見

等 

（区画の設定） 

土壌汚染対策法の第 4 条では「10m 区

画で隣接との面積が130m2を超えないと

きには一区画とすることが出来る」とな

っており、これを参考に 30m 区画の面積

30%以下の部分を隣接区画に統合するこ

ととして提案しているが、これは妥当

か。（30%以下であっても別区画として扱

うべきか。） 

 

法律的な根拠はよくわかりま

せんが，一次調査の段階では，30m

区画の面積 30%以下の部分を隣

接区画に統合しても，それほど問

題とはならないと思います。 

まずは，今回予定している一次

調査を早急に行って，有害物の状

況を明らかにする必要があると

思います。一次調査の結果から十

分に有害物の範囲を決定できな

い場合は，その原因および追加調

査の有無を検討する必要がある

のではないでしょうか。 

 

通常、廃棄物層調査では土質調

査と異なり不均一相のため、何メ

ートルメッシュがいいかは調査内

容によるものです。 

できれば、物理探査情報により

メッシュの大きさを決める方が妥

当である。 

○ 層内保有水分布の場合は比抵

抗探査が、地盤と廃棄物層の境

は表面波探査、磁性体の位置（

ドラム缶など）の決定には電磁

探査などの組み合わせにより判

断してから、メッシュを決めた

り、ボーリング位置を決めたほ

うが合理的である。 

ただし、今回の場合は聞き取り

調査なども入っているので、この

メッシュ切りで調査を行い、問題

があれば個別に対応することが必

要かもしれない。 

 

① もともと30mメッシュごとにボーリング

調査を行う方法は、決して十分なものでは

なく、面を点（スポット）で代表させるも

のであって、比喩的に云えば調査スポット

は多いほどよい。したがって、上記統合は

原則避けるべきである（別区画として調査

すべきである）。統合を行うことは、一種

の省力化としての意味は認められるが、現

実には、統合しても、しなくても調査スポ

ットの数に大した違いはないと思われれ

る。あえて統合する合理的理由は認められ

ない。 

② なお、30m メッシュの調査区画の設定と、

当該区画ごとに「唯一のボーリング調査ポ

イント設定」という方法を機械的に行うこ

とに疑問がある。当該区画の下流域におけ

る地下水の汚染データを参照するなどし

て、区画内における調査ポイントを増加あ

るいは省略するなど、流域の水質データと

照合して柔軟に対処すべきである。 

 

地盤(地層)構造が急変している可能性

が少ないことを前提にして、土壌汚染対策

法の第4条の記述があると考えられる。当

地域も、地盤(地層)構造は急変していない

と思われるため、土壌汚染の一次調査とし

ての調査区画の設定は妥当である。 

 

30％の考え方は 10m メッシュでは超過部分の

統合は 100 ㎡に対して 130 ㎡以下であるが、30

ｍメッシュの場合これを適用すると 900 ㎡に対

して 1170 ㎡以下であり、270 ㎡は大き過ぎると

思います。従って 30ｍメッシュの場合は別区画

として扱ったほうが良いと思います。 

 

２ 住

民

の

皆

さ

ん

か

ら

の

意

見

等 

（調査方法） 

「地下水が汚染されているにも関わ

らず、これまでのボーリング調査では有

害物がほとんど見つかっていない。ボー

リングでは有害物が見つかる確率は低

いので、疑わしい地域の掘削調査をして

ほしい」との意見があるが、ボーリング

調査や掘削調査あるいはその他の調査

方法をどのように組み合わせれば最も

合理的な調査ができるか。 

 

基本的にはボーリング調査の

結果をもとに，掘削調査の内容を

検討することになると思います。

最初から，ボーリングや掘削の

数を増やすと，かえって地盤を乱

すことになり，水の浸透を助長す

る場合があります。一次調査の結

果を見ながら，ボーリング調査，

ケーシング調査および掘削調査

の組合せを検討する必要がある

のと思います。 

 

調査目的をはっきり決めてくだ

さい。 

１．廃棄物層における安定型廃棄

物以外の管理型廃棄物や有害廃

棄物を特定するのか？ 

２．場内からの地下水やガスなど

のエミッションを特定するのか

？ 

３．地下水などによる場外へのエ

ミッションを特定するのか？ 

上記１～３の内容によっては、

ボーリングより掘削調査が妥当な

場合があるので、調査目的を明快

にして下さい。 

また、ボーリングは充分に注意

しないと帯水層へ穴をあけ、汚染

の原因となるので、ボーリング途

中で、掘削を中止するなどの措置

が必要となります。 

 

① ボーリング調査で「有害物が見つかって

いない」との評価が一応正しいものとする

と、以下の２つの原因が考えられる。 

第１に、ボーリング調査は仮に 30m メッ

シュで調査区画を設定したとしても、

900m2 にわずか、１点のみの調査であるか

ら、有害性の高い廃棄物が存在しても、そ

れを見逃す確率は決して低くない。 

第２に、ボーリングコアの溶出試験、重

金属等の含有試験の方法に欠陥があり、そ

ことに含まれる有害物質の存在や溶出の

蓋然性を見落としていることが考えられ

る。 

② 以上の点を考慮すると以下の方法を検

討すべきである。 

ⅰ 30m メッシュ区画内において、随時適切

な掘削調査（トレンチ掘削）を行うべきで

ある。トレンチの幅・深さ・長さ等につい

ては、当該調査区画の廃棄物層と地下帯水

層との関係、下流域地下水の汚染状況に関

するデータを参照することによって、当該

区画に有害物質の存在する蓋然性がある

と判断される場合は、それに応じて入念な

調査が行われるべきである。そのような蓋

然性が認められなければ、省略もあり得る

であろう。 

ⅱ ボーリングコアの溶出試験、含有試験の

方法を公定法にこだわらず、適切な方法を

併用すべきである（これについては、他の

質問項目に関して述べる）。 

ⅲ なお、ボーリング調査時の排ガスデー

タ、地温データ、当該調査区画に関するか

つての従業員の証言も、上記トレンチ掘削

を行うに際して、参考とすべきである。 

 

地山の地層構造、各帯水層の地下水流動

方向、有機物と地山の接触状況、地下水の

ｐＨ等の面的な調査が必要である。 

① 地下水は、地山の地層構造によって、

複数の帯水層中に存在し、不圧地下水ま

たは被圧地下水となっている。地山の地

層構造は、対象地域内だけでなく、周辺

の踏査やボーリング調査によっても推

定できるが、滋賀県や栗東市、あるいは

関西の大学、地盤工学会、地質学会等の

学術機関によって、既に地層構造が明ら

かにされているかもしれない。 

② 対象地域に埋められた有害物と地山

の接触状況は、固結している地山と柔ら

かい廃棄物との弾性波速度の違いによ

って明らかにすることができる。直交す

る複数の測線で弾性波探査を行い、ボー

リング調査結果を併用すれば、地山と廃

棄物層との境界深度を面的に把握する

ことが可能であると考える。 

③ 重金属とＶＯＣとでは、異なる地下水

汚染経路をとるので、公定法に基づいた

土壌の溶出量試験、含有量試験、地下水

中の有害物の濃度測定を行い、それらの

結果から、地下水汚染のメカニズムを明

確にすべきである。また、地下水のｐＨ

が、土壌からの重金属の溶出量に影響す

るので、ボーリング調査孔から採取した

地下水のｐＨを基にして、地下水のｐＨ

分布図を作成するのが良いと思う。 

④ 廃棄物層の掘削調査は、対象地域周縁

部の廃棄物層が薄い場所では有効であ

るが、廃棄物層の厚い中央部では、有効

な調査とはいえない。 

 

ボーリング調査で絞り込んで行く現在の探査

方法の他、塩分指標となる比抵抗値と有機物指

標となる熱源調査を組み合わせる方法が考えら

れます。比抵抗値は高密度電気探査、熱源解析

は 1ｍ深地温調査（太陽光の影響を受けない地

下１ｍの温度を測定し、廃棄物の比熱と温度勾

配からホットスポットを推定する方法で 5～10

ｍメッシュで地温を測定する。）で測定し、熱源

がありかつ比抵抗値の小さい箇所のボーリング

もしくは試掘を行う方法があります。焼却灰や

ガス発生源は判りますが、有害物が確実に見つ

かるかどうかは判りません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1ｍ深地温調査例 

熱源解析例有機物位置平面48℃） 

熱源解析例（有機物位置断面48℃） 



 
参考 2 

参考表-1(2) 第１回旧ＲＤ最終処分場有害物調査検討委員会における住民意見等に対する助言等 
意  見  等 委                                 員 番

号 

区

分  大嶺聖 委員 小野雄策 委員 梶山正三 委員 大東憲二 委員 樋口壯太郎 委員 

３ 住

民

の

皆

さ

ん

か

ら

の

意

見

等 

（環境基準項目以外の物質の調査） 

環境ホルモンのように基準が決めら

れていない物質も調査対象にすること

についてどのように考えられるか。調査

対象とした場合、どのように評価するの

か。 

 

住民にとっては環境ホ

ルモンの影響も気になる

項目だと思います。 

環境ホルモンも調査対

象とすると議論が発散す

ることが懸念されます。

地下水への影響が広がっ

ていることを考えると早

急な対策が必要であり，

有害物の状況を明らかに

すること第一ステップと

して進めるほうがいいの

ではないでしょうか。 

 

国庫補助の対象外とな

ることもあるし、基準に

ついて本委員会では決定

できない。 

しかし、環境ホルモン

等化学物質は、塩類濃度

が高い場所（洗い出し効

果が大きい箇所）で見つ

けられることが多いので

、場外への流出措置を講

じる中で総合的な処理対

策の一環として行っては

いかがでしょうか？ 

ただし、汚染現場にお

いて環境ホルモンの原因

廃棄物を断定することは

困難な場合が多いので、

地下水流れにおけるモニ

タリング井戸により季節

変動も含めてモニタリン

グする必要があります。

 

① 環境基準とは、おそらく、水質環境基準や土壌環境基準のことを指しているものと思われるが、

もともと環境基準は、有害性のある無数の物質のごく一部のみについて設定されているに過ぎない

ので、基準の設定されていない物質でも必要に応じて調査対象とするべきである。 

② 環境基準は、もともと量・反応関係と切り離された基準なので、評価基準としても欠陥の多いも

のである。日本の環境基準にはなくても、国際的にはその有害性が周知のものは無数にあるし、多

数の報告がなされているのでその評価は可能である。むしろ、「環境基準があれば評価できる」と

いう考え方の方が合理性がない。 

③ 具体的にはどのような項目が考えられるかであるが、以下のとおりである。 

ⅰ ヒトの健康に対する有害性が疑われる物質としては、住民の皆さんの指摘する内分泌攪乱物質も

検討に値するが、廃棄物焼却残さや排ガスから高濃度で検出され、強い発がん性が指摘されている、

PAHs(多環芳香族炭化水素)、NItro-PAHs などのダイオキシン類類似毒性物質も検討すべきである。

ⅱ 個々の物質の濃度測定は労力・費用の点で項目を増加することには大きな限界があり、かつ、多

数の物質による複合的な汚染を捉える手法としてバイオアッセイ（生物試験法）を検討すべきであ

る。具体的には Ames 試験、Umu 試験などの遺伝子毒性試験、マイクロトックス試験、魚類急性毒

性試験などである。廃棄物最終処分場からの流出水の有害性のテストに用いた例や報告がある。 

ⅲ 一方において、硝酸、亜硝酸、塩化物イオン等の毒性はそれほど強くないが、汚染フロントの指

標となる物質や、ＣＯＤ，ＴＯＣ等の有機性廃棄物の分解生成物については、特に処分場外への汚

染の到達の程度を知るためには必須の項目と思われる。 

 

健康リスクの有無の観

点で、有害物質の調査を行

うべきである。 

以下のような状況であ

れば、有害物による健康リ

スクはかなり小さいとい

える。 

① 対象地域周辺では、地

下水を飲用していない。

② 廃棄物層が覆土また

は舗装されており、有害

物質が露頭していない。

環境ホルモンのように

基準が決められていない

物質についても、調査を行

うこと自体を否定しない

が、これらの物質の存在の

有無を問題にするのでは

なく、健康リスクの有無を

検討すべきである。 

 

未規制物質はその影

響や因果関係が明確で

はないため、原則的には

調査対象とする必要は

ないと思います。またど

の範囲を調査するかも

議論の分かれるところ

です。 

このため包括的に評

価できる方法として、現

在は化学分析を指標と

していますが複数の汚

染物の影響を見るため

（調査対象となってい

る項目＋未規制物質）周

辺の地下水や表流水を

対象に生物毒性調査（急

性、慢性）を行うことは

意義があると思います。

 

４ 住

民

の

皆

さ

ん

か

ら

の

意

見

等 

（分析方法） 

分析は公定法にこだわらず、実態解明

のために外国の調査法等も使ってほし

いとの意見について、具体的な調査方法

および評価方法は考えられるか。 

 

外国の調査法等という

のは，廃棄物からの溶出

量を溶出液のpHに着目し

て試験を行うpH依存性試

験および最終処分後の最

悪の状況下で溶出する可

能性のある量（最大溶出

可能量）を把握するため

のアベイラビリティ試験

のことを言っているので

はないかと思います。 

研究者の立場では，こ

れらの調査法による結果

は興味があります。長期

的な環境リスクを評価す

る上では有用なデータに

なるかもしれません。し

かしながら，早急な対策

が必要な状況を考えると

試験法の追加はかえって

議論を長引かせることに

なると思います。 

 

外国の調査法とは何を

指しているか定かでない

ので言及できないが、要

は調査目的に適合した分

析法を選択する必要があ

る。 

注意しなければならな

いのは、最初から含有量

を求めることは必要な場

合もあるが、現場調査で

は概数値でもいいから多

くの地点から多くの情報

を得て、場内分布を明ら

かにする方が先である。

この場合は分析時間や労

力の節約になり、いち早

く汚染源に到達できます

。その後、汚染源を断定

してから公定法に基づく

精密分析を行っても汚染

範囲を明確にできる場合

が多いです。 

 

日本の公定法として、本件処分場でボーリングコア等の分析に現実に使用されている調査方法は以
下のとおり。 
溶出試験 環告 46号 
含有試験 環告 19号(時期は明確でないが、底質調査法を用いていたことがある) 
１ 環告 46号は少なくとも以下の欠陥を有する。 
・ 溶出液が中性付近である。 
・ 溶出液に pHの緩衝作用（バッファリング）がない。 
なお、埋立地内の浸透水にはそもそも強いバッファリング作用がないので、環告 46号には、それ
なりの合理性があるとの説もあるが、誤りであろう。焼却残さや溶融固化物が埋立物の 90％以上を
占める管理型埋立地でも浸出水の pHはアルカリ側に偏っていないのが一般である。すなわち、浸出
水には強いバッファリング作用が認められる。浸出水が場外に出たり、あるいは地下浸透した場合は、
フミン酸等の有機酸、酸性雨等の影響に曝されることになるので、環告 46号は、現実の溶出条件と
かけ離れた結果を生ずる。 
２ 環告 19号は以下の欠陥を有する。 
・ １モル塩酸による溶出試験であり、含有試験としての実質を有しない。 
体内に取り込まれた場合の胃酸による可溶化を考慮したとされているが、コロイド状物質を構成す
る有機物等が消化作用により消失すると、含有重金属やダイオキシン類が体内で可溶化するという事
実を無視している。要するにヒトに対する有害性は、単なる塩酸抽出法では過小評価することになる。
３ 上記公定法の欠陥を踏まえて、以下の方法を上記公定法に併用すべきである。 
① 溶出試験について 
・ アメリカ、カナダの公定法というべき、TCLP 法の併用 
・ オランダの公定法というべき NEN7341 法の併用 
TCLP 法は、環告 46号の欠陥を補うものであるが、両性金属元素等に関しては、中性～微アルカリ
側での溶出が見ることができない。その点 NEN7341 は、その欠陥を補うものである。 
② 含有試験について 
・従来行われていた底質調査法を併用する。 
４ 結果の評価と取り扱い 
ⅰ 溶出試験 
・ 土壌環境基準との比較 
・ コントロールデータとの比較 
① ここでは、一応、他国の公定法で行った溶出量をわが国の土壌環境基準と比較する。溶出試験方
法の相違があっても、溶出量の評価は基本的には異ならないからである。 
② コントロールデータとの比較により、人為的汚染の有無・程度を推測できる。これは、本件処分
場の影響範囲及び今後の汚染の拡散を推測するために必要である。 
ⅱ 含有試験 
・ 土壌含有基準（土壌汚染対策法指定基準）との比較、土壌環境基準中の銅含有量基準との比較
・ コントロールデータとの比較 
・ 非人為的汚染土（旧環境庁、茨城大浅見ら）参考値との比較 
① 含有試験の結果は、それ自体がストレートに危険性評価の対象にはなりにくいが不十分なものと
はいえ、土壌汚染対策法や土壌環境基準にも含有量基準があるのでそれとの比較をする。含有試験
の方法は異なっても、上記評価基準との比較をすることには溶出試験の場合と同様に意味があろ
う。ただし、含有試験自体がヒトに対する有害性の評価とストレートに結びつくものではないので、
あくまで「参考」としての比較である。 
② コントロールデータや非人為的汚染度参考値との比較は、本件処分場の影響範囲及び今後の汚染
の拡散を推測するために必要である。 
 

我が国の公定法に従っ

て、土壌と地下水の汚染状

況を把握すべきである。 

公定法に定められてい

ない調査方法を適用した

場合、汚染状況の評価が正

しく行われなくなる可能

性がある。 

 

不法投棄特措法での

評価の方法はあくまで

公定法に基づきおこな

われますので原則、公定

法で良いと思います。 

 

 



 
参考 3 

参考表-1(3) 第１回旧ＲＤ最終処分場有害物調査検討委員会における住民意見等に対する助言等 
意  見  等 委                                 員 番

号 

区

分  大嶺聖 委員 小野雄策 委員 梶山正三 委員 大東憲二 委員 樋口壯太郎 委員 

５ 住

民

の

皆

さ

ん

か

ら

の

意

見

等 

（自然由来の重金属の確認） 

処分場上流側にボーリングをして、そ

の位置の土壌と、処分場内または下流部

のボーリング箇所の土壌とを比較する

ことによって、ひ素等が自然由来である

かどうかが判断出来るか。 

 

地下水分析でひ素等が自然由来であ

るかどうかを判断することは難しいと

思いますが，土壌の比較を行うとある程

度は判断できると思います。ただし，浸

出水の濃度や含有量の値が小さいと判

断が難しいかもしれません。 

 

通常は、既存の土質図を基に一連の土

層分布を判断し、ボーリングを行い土質

を確認後、人為的な汚染のない箇所を選

択して、これをバックグランドとして判

断します。 

 

要は、土壌汚染調査におけるコントロ

ールデータの取り方の問題であるが、従

来採られてきた方法としては、以下のも

のがある。 

① 周辺地域において、人為的汚染を

受けていないと推定される地域の土

壌を採取するが、試験土壌と地質学的

及び地層構造において同じ部分にお

いて採取する。 

② 試験土壌採取地と同じ地点で採取

してコントロールとする。この場合

は、試験土壌採取地点採取深さを上層

からの汚染が及ばないと考えられる

地点の深度において採取する。本件処

分場では、汚染が深部まで及んでいる

と考えられるので、このような方法は

適切ではないかも知れない（状況によ

るので一概に言えないが）。 

住民の皆さんの意見は、上記①の一場

合と考えられる。そのような適切な採取

が可能であれば、コントロールとして評

価できると考えられる。ただし、上流域

におけるボーリングと試料採取の深さ、

地質、地層構造には十分注意を要する。

 

ひ素、ふっ素、鉛、水銀等は、人的行

為の影響を受けていない地層において、

溶出量や含有量が土壌環境基準を超過

することがある。 

処分場の下部にある帯水層の地下水

流動方向の上流側（本処分場あるいは他

の事業所の影響を受けていない場所）で

ボーリング調査を行い、重金属類の土壌

含有量と地下水中の濃度を公定法に従

って測定すれば良い。この時、重金属の

含有量が土壌環境基準を超過していた

り、地下水中の重金属の濃度が環境基準

を超過していたりすれば、この地域は、

その重金属が自然由来で環境基準を超

過する地域と考えられる。 

処分場の下部にある帯水層の地下水

流動方向の下流側（本処分場の影響を受

ける可能性のある場所）で、重金属の含

有量が上流側と比較して著しく多かっ

たり、地下水中の重金属の濃度が上流側

と比較して著しく高かったりすれば、そ

の重金属が自然由来で環境基準を超過

しているとは言えない。 

 

汚染がないと想定される箇所のデー

タと比較するのは判りやすく良い方法

だと思います。 

 

６ 県

か

ら

の

質

問

事

項 

（ドラム缶調査方法） 

資料１のp.2-4に示すドラム缶調査位

置（案）２カ所のドラム缶埋立状況（推

定）と、現在県が考えている調査方法案

は以下のとおりであるが、最適と考えら

れる調査方法についてご教示いただき

たい。 

① 焼却炉近接部分 

（埋立状況）証言によると、現地盤から

それほど深くない位置（深さ５ｍ以

内）に埋められたと推定される。 

（調査方法案）バックホウによる筋堀

（トレンチ掘削） 

② 西市道側法面部分 

（埋立状況）証言によると、西市道側平

坦部に埋められていたドラム缶と同

じ状況で埋められたと推定される。こ

の部分は現在最大高さ約15mの法面と

なっているため、ドラム缶は現地盤か

ら 5～20m の深い位置に埋められてい

ると推定される。また「当時の駐車場

の横まで埋めた」との証言から、平面

的な埋立位置はかなり正確（幅 5～

10m）に推定できる。 

（調査方法案）現地の状況（法面）から

考えてケーシングによる調査は困難

であると考えられるため、推定埋立範

囲をできるだけ貫く形で斜めボーリ

ングを行う。 

 

県が考えている調査方法案としては，

特に問題ないと思います。 

ただし，斜めのボーリングがどの程度

の角度でできるのか（十分に埋立て範囲

に達するのか），事前に確認が必要だと

思います。 

 

初期調査は、１で回答した物理探査手

法の組み合わせにより判断し、確かめ調

査はボーリングや掘削などにより可能

である。 

○ 層内保有水分布の場合は比抵抗探

査（焼却灰と安定型廃棄物の差）が、

地盤と廃棄物層の境は表面波探査、磁

性体の位置（ドラム缶など）の決定に

は電磁探査などの組み合わせにより

判断できる場合があるので、物理探査

を行い、その後確認のためボーリング

や掘削によりそれぞれの廃棄物の位

置を決めたほうが合理的である。 

 

① 焼却炉近接部分 

基本的には県の考えている方法で良

いと思うが、「深さ 5m以内」との推定が、

どこまで確実なものか、不安が残る。そ

こで、5m 程度のトレンチ掘削をした結

果、目的物が発掘されない場合は、第二

次的な調査を検討すべきであろう。 

② 西市道側法面部分 

斜めボーリングによるとの県の案は

一応首肯できる。しかし、要するにピン

ポイントの調査であるから、ボーリング

の数をある程度確保する必要があろう。

また、埋立物が確認された場合には、い

ずれにしても「発掘」が必要になるので

あるから、当初から発掘を前提として、

埋立地盤面又は法面からのバックホー

による掘削を行うべきではないか。もち

ろん、崩壊・崩落・ガス発生等への対策

を講じつつしなければならない。 

 

ドラム缶の位置調査のみであれば、元

従業員の証言に基づいて、上記の方法、

あるいは、地下レーダー等の物理探査に

よって調査をすれば良いと思うが、ドラ

ム缶が見つかった場合は、深い位置であ

っても全て掘削除去をする方針である

のか確認したい。 

先日の現地調査で、掘り出されたドラ

ム缶は、原形をとどめておらず、内容物

は漏出していた。現在埋まっているドラ

ム缶も同様の状況であれば、ドラム缶自

体を掘削除去する意味は殆ど無い。漏出

した内容物の処理を検討すべきである。

 

① 焼却炉近接部分 

バックホウのアーム長が概ね 5ｍであ

るので、提案通りバックホウ掘削が最も

適していると思います。 

② 西市道側法面部分 

平面的位置が正確に推定できるなら

ボーリングで良いと思いますが、比較的

短時間でできる自走式ボーリング機（深

度 10ｍが限界）で補完しながらボーリン

グを実施したらよいかと思います。ケー

シングは前回の現地見学の状況から無

理と思います。 

 

 



 
参考 4 

参考表-1(4) 第１回旧ＲＤ最終処分場有害物調査検討委員会における住民意見等に対する助言等 
意  見  等 委                                 員 番

号 

区

分  大嶺 聖 小野 雄策 梶山 正三 大東 憲二 樋口 壯太郎 

７ 県

か

ら

の

質

問

事

項 

（沈砂池シート下の有害物調査方法） 

沈砂池は、表面水以外の雨水が流入

（あるいは滲出）することを防止するた

めに、側面および底部にゴムシートが敷

設されている。（資料２の図-9 の茶色部

分が、沈砂池部分の断面である。） 

沈砂池下部の廃棄物の状況を確認す

るためには、シートをはがした上でボー

リングを行うのがよいと考えられるが、

そのためには沈砂池内の水および堆積

物を産廃処分する必要があり（近くには

水処理施設があるが、下水道接続されて

おらず現在は使えない状態）、多額の費

用が必要となる。また、シートをそのま

まにしてのボーリングは、シートが破損

すると考えられるため困難である。 

現在県が考える調査方法案は以下の

とおりであるが、最適と考えられる調査

方法についてご教示いただきたい。 

（調査方法案）沈砂池下（経堂池側）か

ら水平あるいは斜めボーリングを行

う。 

シートはできるだけそ

のままにしたほうがいい

と思います。 

対象範囲をカバーでき

れば，水平あるいは斜め

ボーリングを行うことは

妥当な調査だと思いま

す。 

 

１．乾季に貯留水を廃液

として出し、シートを

剥がして掘削した場合

２．水平および斜めボー

リングを行った場合、

地形及び構造から判断

すると湧出水が出る可

能性が高い・・・この

場合は水処理が必要と

なる 

１と２の経費は、どち

らが安いかは分かりませ

ん。 

沈砂池下流近傍にモニ

タリング井戸を設置して

、その水質や水位を確認

後、沈砂池シート下の有

害物調査方法の検討を行

った方がよい。 

 

① 「沈砂池下部の廃棄物層」というのが、明確でない。資料 2の図 9でみると、

沈砂池の法面部分の下部のみに廃棄物が存在するように見える。廃棄物上部の

法面が水没していない状態であれば、法面の一部を剥がして、当該部分に垂直

ボーリングをすることも可能と考えられる。 

② 仮に、沈砂池底部の下にも廃棄物層があるというのであれば、経堂池側から

の斜め又は水平ボーリングによる方法もやむを得ない。 

 

まず、沈砂池の造成過程を調査する必要

がある。通常は、造成工事を行う時に、最

初に沈砂池を造るので、廃棄物が沈砂池の

シート下部に存在することは考えられな

い。しかし、この処分場は、徐々に拡大し

てきており、沈砂池の位置も変化している

ようであるので、この調査が必要である。

廃棄物と接触した地下水が汚染され、下

流へ流れて、沈砂池のシート下部に存在し

ている可能性はある。 

沈砂池のシート下部の土壌汚染状況を

調査するのであれば、現在、滋賀県が考え

ているように、経堂池側から水平あるいは

斜めボーリングを行うことになる。 

 

現在、沈砂池のシートは

シート下面からのガス（多

分メタンガス）に寄りアッ

プリフトがかかり膨らん

でいる。このためこの部分

にボーリングを行う場合

はシート除去、補修、排水、

除泥、除砂を行う必要があ

ると同時に発火、爆発防止

措置等が必要となります。

このため御提案の方法が

妥当と思います。この場合

も送風機の設置等ガス対

策を行い、作業員の労働安

全環境の確保が必要と思

います。 

 

８ 県

か

ら

の

質

問

事

項 

（水質観測井戸設置位置の考え方） 

観測井戸に使用するボーリングの径

は 116mm を考えており、86mm の廃棄物調

査ボーリングと同時に拡孔作業を行っ

て井戸に仕立てるため、予め井戸の位置

を決定しておく必要がある。 

観測井戸は、新規 10 カ所程度、既設

20カ所程度を想定しているが、最適な井

戸配置（平面位置、採水する帯水層、場

内・下流・上流の別等）についての考え

方ご教示いただきたい。 

 

最適な井戸配置につい

て，明確な答えはありま

せんが，処分場内だけで

なく下流側の測定が重要

になると思います。処分

場内からどのように広が

っているのかを把握する

必要があると思います。

特に，地下水の流れは均

一ではなく，水みちのよ

うに流れやすい場所もあ

ります。 

難透水層上にあると想

定される有害物からの溶

出については，その場所

から流れやすい帯水層へ

移動することが考えられ

ます。また，廃棄物に接

している帯水層の部分

(第１処分場の西側)の浸

出水または地下水のデー

タが少ないように思いま

す。難透水層が薄いとこ

ろは，場所によっては廃

棄物と接触している部分

があるかもしれません。

これらを考慮しながら，

必要に応じてボーリング

を増やす必要があると思

います。 

 

既存井戸の土層プロフ

ァイルや詳細な地質プロ

ファイルがないと判断で

きません。 

また、質問１や６で述

べたように物理探査によ

る全体像が把握できなと

、最適な井戸配置はでき

ません。（廃棄物層内の保

有水による周辺環境への

流れは判断できません。）

これとは別に、地下滞

水層の流れは地形・地質

図により判断可能です。

できれば処分場の上下及

び周辺に３本以上の観測

井戸を設置し、水位測定

を行えば判断可能です。

［井戸は汚染の拡散を防

ぐため汚染地帯を避け、

オールストレーナーでな

く滞水層のみのストレー

ナーにして、同一滞水層

に設置する。］ 

 

観測井戸設置に際しては、以下の点に特に留意すべきと考えている。 
① 帯水層における上流・下流の位置関係 
② ケーシングの深度方向の位置と帯水層との関係 
③ 井戸の構造・維持管理に関して 
④ サンプリングに関する配慮 
１ 井戸の平面配置 
常識的には以下のとおりと考える。 
① 場内配置 
・ 廃棄物埋立地内（浸透水の流向に即して上流側、下流側） 
・ 廃棄物埋立地外の場内上流側及び下流側 
・ 沈砂池上流側、下流側 
・ 埋立地内における不法投棄場所（推定される場所も含む）の上流側、下流
側 
・ 観測井戸の数は、帯水層の幅、深度等に応じて、できるだけ十分な数を。
② 場外配置 
・ 旧地形の沢筋を中心に下流側に 適切な間隔をもって配置する。 
・ 本件処分場に関しては、下流域の地下水汚染が真に憂慮されるので、できる
たけ綿密な観測網を計画すべきである。 
・ 農業用水、生活用水として使用している井戸等の上流には設置する。 
・ 上流側は、採水する帯水層をカバーできるだけの観測井戸は必要。ただし、
１つの観測井戸で、複数の帯水層を区別して採水できる構造は可能なので、帯
水層別には、必ずしも必要ない。 
２ 採水する帯水層 
① 場内 
・ 廃棄物層内部、廃棄物層直下の帯水層。具体的には、Ks2,Ks3 層、Ks1 層 
・ 平面上の同一地点で、深度別に帯水層を測定する方が比較しやすいので、同
一観 
測井戸で、複数の帯水層を区別して採水する構造とした方がベターと思う。 
② 場外 
・ 湧水、河川伏流水、井戸水、農業用水等でヒトの生活環境に直接的に関わる
帯水層の観測が優先されるべきである。 
・ 民有の井戸は通常観測井戸として利用されないが、所有者の同意が得られる
場合は常時汲み上げ利用している井戸であれば、観測井戸としての価値は高い。
民有井戸を廃棄物埋立地からの汚染流出の観測井戸として利用している例はあ
る。 
３ 井戸の構造及び維持管理上留意すべき点 
① ケーシングは最下部は封鎖する。帯水層の上下中央付近にストレーナを設置
する 
が、ストレーナの深度方向の長さは短い方が良い。 
② 前述したが、複数の帯水層の水が混合しないようにストレーナを設置し、１
つの観測井戸で、複数の帯水層の観測井戸として設置する場合は、試料採取に
際して、それが個別に採取できる構造とする。 
③ 採取可能な流量を測定しておくべきである。それを超えた量を採取しようと
する 
と攪拌されて、浮遊粒子状物質（SS）の巻き上げが起きるからである。 
④ ケーシング内部に SSが滞留・堆積しないように、できれば、試料採取予定日
の数日～１週間前ぐらいから常時低速で汲み上げていることが望ましい。 
 

水質観測井戸の設置に関しては、一定の
ルールがある。下記は、DNAPLによる地下
水汚染の長期モニタリングを想定した観
測井戸設置の考え方を示している。このよ
うな配置でモニタリング井戸を設置した
場合の各モニタリング井戸の役割を表
-2.16に示した。 
本処分場においても、地下水流動方向の
上流側で少なくとも1ヶ所、下流側で5ヶ所
程度のモニタリグ井戸を設置するのが望
ましい。 
また、この地域には、帯水層が複数ある
ので、それぞれの場所で帯水層の深度のみ
にスクリーンを設置したモニタリング井
戸を複数設置することが望ましい。 
さらに、地下水流動方向に直行する方向
にも地下水汚染が広がっている可能性も
あるので、この方向にもモニタリグ井戸を
設置しておくのが望ましい。 
これらのモニタリング井戸は、地下水汚
染が周辺へ広がっていく状況を確認する
ための井戸であり、廃棄物層中の水の水質
をモニタリングするものではない。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

観測井戸の基本的考え

方 

① 地下水流向の上下流 

② 帯水層（Ks2,Ks3） 

③ 処分場内 

④ 処分場外（上流、下流

については経堂が池下

流まで） 

平面配置についてはも

う少し時間を下さい。 
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参考表-1(5) 第１回旧ＲＤ最終処分場有害物調査検討委員会における住民意見等に対する助言等 
意  見  等 委                                 員 番

号 

区

分  大嶺聖 委員 小野雄策 委員 梶山正三 委員 大東憲二 委員 樋口壯太郎 委員

９ 県

か

ら

の

質

問

事

項 

（浸透水・地下水分析（採水方法、前処

理方法、全量分析について）） 

現在行っている採水・分析の方法は、

資料２の p.15 注意書き等に示すとおり

であるが、この方法には次のような問題

があると考えられる。 

（採水方法） 

86mm ボーリング孔を利用した内径

50mm の井戸からべーラーによって汲み

上げを行うため、孔壁が乱されて SS分を

大量に含んだ水を採水する場合があり、

安定した採水が困難である。 

（前処理） 

試料を静置せず、採水時の SS分すべて

とともに分析を行うため、分析結果が SS

分の量に左右され、再現性のない分析結

果となっている。 

（今後の対応） 

上記のような問題を解決するため、今

後設置する井戸は、ボーリング孔径を

116mmとして井戸内径を70mmとするとと

もに、ポンプで十分に井戸内の水を入れ

替えた上で採水し、採水した試料を 30

分～１時間程度静置した上で上澄水を使

って分析を行うこととしたい。 

これまでの採水・分析方法ならびに「今

後の対応」として述べた採水・分析方法

の妥当性についてご意見をいただきた

い。 

 

孔壁が乱された影響を除く

ために，採水した試料を 30分

～１時間程度静置した上で上

澄水を使って分析することに

は問題ないと思います。 

これは，乱れのない状況一

般的な場合を想定しているも

のと考えられます。 

ただし，これまでの全量分

析も重要な情報を提供してい

ると思います。通常は，濁り

の原因となる微粒子はそれほ

ど地盤の中を移動しないと考

えられます。すなわち，有害

物が井戸まで浸透して飲料に

なるまでに微粒子は地盤の中

でろ過されると考えられま

す。これが，メンブレンフィ

ルターでろ過するのに対応す

るのではないかと思います。

しかしながら，乱れによって

生じた濁りの成分が帯水層を

流れて井戸までそのまま達し

た場合は，全量分析も意味が

あると思われます。 

いずれの分析法が正しかで

はなく，有害物が地盤の中を

どのような状況で浸透してい

くかを検討する必要があると

思います。 

 

孔壁のかく乱を防止しても、SS

が多い場合があります。一般的な

採水方法として、必ず採水前に水

をくみ上げて新鮮水をとるよう

にする必要があります。水がたま

らない箇所については２～３日

前に水の汲み上げを行います。（

帯水層でない井戸では、水の滞留

によって、水が腐り正しい値を得

ることができない場合があるか

らです。あるいは土壌微生物が入

り込みBOD値やCOD値を上げてし

まうなどの悪さをします。） 

この場合のサンプリングは、井

戸底部までベーラーをいれない

で、井戸の中層の水を採取するよ

うにします（井戸上部は土壌微生

物などが浮いている場合があり、

底部は汚泥の撒き上げによりSS

が増加する場合があるからです。

）。また、井戸水をサンプリング

するときは、井戸に静かにベーラ

ーを投入して、底部汚泥の撹乱を

避けるようにして中層の水を採

水します。 

 

① 採水方法について 

・ 採水方法及び井戸の構造に問題（欠陥）があると考えられる。 

・ 採水は、採水の数日前から常時連続的に汲み上げて（チューブポンプ使用）定常状態

を作っておく。そのためには、常時汲み上げ可能な水量を井戸ごとに測定しておく必要

がある。そのような状態で汲み上げれば、井戸内部を攪乱されることはない。 

・ 孔壁が「乱される」という状態が理解しがたい。ケーシングをして、その底部を封鎖

し、かつ、定常的に汲み上げていれば、そもそも、採水時の「孔壁」の乱れはあり得な

いし、孔壁はケーシングのはずだから、「乱される」ことはない。 

・ 相当期間放置すると井戸内に堆積物が生ずるこのような堆積物を採取することは望ま

しくないので、「洗浄」が行われるが、洗浄も井戸内部の「攪乱」の原因になるので好ま

しくない。洗浄したら、その後相当の期間定常状態にしてから採水すべきである。 

・ 安定した採水が困難というのは、採水時に井戸内部を攪乱するような方法を用いてい

るためとしか考えられない。そのようなことを防ぐことは可能と考える。 

② 前処理について 

・ 試料中を混濁させているSS 分はそのまま試料分析するのが本則であり、それには合理

的な理由がある。したがって、SS分を除去して測定することには賛成できない。ただし、

試料の混濁の理由が、いわれるとおり「孔壁の攪乱」や「井戸内の堆積物の乱れ」に起

因するものであれば。それを静置して上澄みを採る（上澄みの取り方にも問題はあるが）

ことは認められて良い。しかし、上記 SS分が、地下水流動にともなって自然に流下して

いるものであれば、静置・除去すべきではない。 

③ 今後の対応について 

・ いずれにしても、採取した水が著しく混濁するのであれば、その原因は、井戸の構造

と維持管理に問題があると推定されるので、まず、その原因を除去するべきであろう。

それをなさず、直ちに、静置・上澄み採取の方法に転換することには反対である。 
 

地下水の採水方法と

分析方法は、公定法に従

って行うべきである。そ

うでなければ、健康リス

クを評価するための汚

染の程度を正確に把握

できなくなってしまう。

 

浸透水や地下水は地

下の廃棄物や土層を浸

透して発生するのでそ

の間、廃棄物層や土層の

フィルターを通ってき

ます。これらの発生、存

在状況から SS 分は除去

したのち分析を行うこ

とが望ましいと思いま

す。 
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参考表-1(6) 第１回旧ＲＤ最終処分場有害物調査検討委員会における住民意見等に対する助言等 
意  見  等 委                                 員 番

号 

区

分  大嶺聖 委員 小野雄策 委員 梶山正三 委員 大東憲二 委員 樋口壯太郎 委員

－ 委

員

か

ら

の

ご

意

見

等 

（調査案全般についてのご意

見等） 
 

第一に有害物の状況を把握す

ることが重要なので，議論をでき

るだけ絞ったほうがいいと思い

ます。住民から多くの意見がある

と思いますが，一次調査の結果を

踏まえた上で，追加試験の必要性

を議論したほうがいいのではな

いでしょうか。 

＜その他の意見＞ 

環境基準をわずかに超えるよ

うな汚染土や環境基準に近いも

のをすべて除去してほしいとの

意見がありますが，これらを全部

撤去したとしても問題がすべて

解決するわけではないと思いま

す。もっと広い観点で考えると，

廃棄物を新たな処分場に埋め立

てること自体が環境負荷を生じ

させます。一つの手法ですが，有

害物の濃度の低い汚染土につい

ては，植物による浄化（ファイト

レメディエーション）や微生物に

よる浄化（バイオレメディエーシ

ョン）があります。これらは浄化

に時間がかかりますが，コストが

安く環境に優しい手法として注

目されています。日本では実際の

適用事例が少ないですが，すぐに

汚染が広がらない土壌に対して

適した手法です。このような手法

を適用することは，環境教育にも

つながるため，旧処分場のマイナ

スのイメージを少しでもプラス

に変えられるのではないかと思

います。 

 

① 層内における有害廃棄物の

探査なのか、 

あるいは 

② 汚染水による地域環境への

汚染拡散調査なのか定かでな

いので、この点を明確にして下

さい。 

また、①と②によって調査領域

も異なります。 

本員会の業務ではありません

が、廃棄物処理は最終的には跡地

をどのように利用するかが重大

な争点となります。国費や県費を

使用する限りにおいては、「環境

保全上の支障の除去まで」しか行

政代執行はできません。本事例に

おけるそれ以上の対策は、県議会

の承認のうえでしかできないよ

うに思われます。「環境保全上の

支障の除去」をどのように判断す

るかが、本員会の内容であると理

解してよろしいでしょうか？ 

そのためには、経済的な手法も

考慮するする必要があり、特に、

住民の方々が納得できる跡地利

用対策を考慮した対策案が必要

となります。また、永続性を担保

した安全策やモニタリング手法

の構築も必要となります。 

 

 

① 埋立地の土壌汚染、廃棄物層の調査結果と地下水、ガス発生、地温等の調査結果との
間に整合性がない。 
・ 地下水帯水層の著しい汚染。活発なガス発生、高い地温の維持、等のデータからは埋
立地内における大量の易分解性有機物の存在、法違反廃棄物の大量埋立の事実が窺われ
るが、そのデータとボーリング調査によるボーリングコアの分析、埋立廃棄物の品目分
析との結果には整合性がない。法違反廃棄物の量もさほど多くなく、易分解性の廃棄物
等も多いようには見えない。 
② ボーリングを主とする埋立地の調査方法に欠陥があるのではないか。 
・ 上記「齟齬」はボーリングを主とする埋立地の調査方法に問題があるためではないか
と考える。 
・ 具体的には、溶出試験、含有試験方法の欠陥、30m メッシュでピンポイントに過ぎない
たった１本のボーリングのみの調査しか基本的になされていないこと、忘かな項目しか
対象としていない、行政基準のみによって結果を評価することの誤りなどである。 
③ 30m メッシュで１本程度のボーリング調査程度で「調査済」とすることには疑問がある。
・ 本件処分場においては、その埋立履歴等から見ても、ある程度ランダムな埋立がなさ
れてきたと見るべきだから、埋立廃棄物の分布もそのような前提で調査すべきである。
・ 具体的には、30m メッシュに１本程度のボーリング調査で「調査済」とすることには多
大な疑問がある。当該区画の周辺下流域における帯水層汚染、かつての従業員の証言な
ども参照しつつ、状況に応じて、トレンチ掘削、ケーシングによる調査なども併用すべ
きである。 
④ 有害性の高い物質の分析に偏りすぎているのではないか。 
・ ボーリングコアの分析等においても、重金属やダイオキシン類も必要であるが、人為
的汚染とその程度を見るには、易分解性有機物や窒素化合物、硫黄化合物などの分析が
重要である。 
・ 有機物の多い廃棄物層からは、いずれは有機物の分解･消失にともなって、重金属やダ
イオキシン類等の有害性の高い物質の流出が加速される。その意味においても、有害性
の高い物質の分析に偏することには疑問がある。 
⑤ 証言集の解析は十分ですか？  
住民の皆さんが編集した「証言集」及び住民の皆さんから聞いた範囲から見ると、「証言
に基づく」と称する今回の調査計画は、果たして十分なのか疑問である。その点に関して
は、私自身は、大して知識もないのであるが、証言内容を十分に吟味、解析したのか、重
要な証言内容を欠落していないのか。再度検討して欲しい。 
⑥ 処分場外への有害物等流出に関する厳重な警戒と対策が必要 
本件処分場からの有害物質等の流出によって、既に下流域のヒトや生態系は危険に曝さ
れている（と見るべきである）。調査をすることは結構だが、調査に長期間をかけて、それ
から「ドッコラショ」では行政としての責任は到底果たせない。そこで、以下のことをお
願いしたい 
ⅰ 処分場外における汚染進行について、厳重に警戒して欲しい。汚染フロントの指標と
しての塩化物イオン、硝酸、亜硝酸イオン、電気伝導率（ＥＣ）等によるリアルタイム
データは、是非必要である（技術的にも、コスト的にも問題ない）。 
ⅱ 調査と平行して、できうる限り緊急対策を実施を検討すべきである。例えば、外周水
路の整備、廃棄物層と帯水層が直接接触している部分の廃棄物の除去ないし浸透水を減
少させるための部分的な覆土（転圧）、上流域からの雨水浸透防止対策などである。 
 

これまでの調査は、廃

棄物層の中身の調査に

主眼が置かれており、周

辺への地下水汚染拡大

を防止するための調査

がやや不足しているよ

うに思われる。 

周辺住民の健康リス

クを増大させないこと

を第一に考えて、地下水

汚染調査を実施するこ

とが望まれる。 
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参考表-2 廃棄物分析方法目比較一覧 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

オランダ
環境庁告示13号 環境庁告示46号 TCLP MEP Availability Test （底質調査法）

昭和63年環水管127号
環境省告示19号

沈降堆積型慣用投入に
より処分される廃棄物か
ら有害物質を含む海水が
10倍量排水として排出さ
れると仮定し決定され、
その後、陸上の埋め立て
(同告示)にも適用され
た。特別管理産業廃棄物
の判定に用いる。

　土壌中の汚染物質が溶
出して汚染された地下水
を、人が摂取した場合の
リスク防止のために定め
られたものであり、地下
水への有害物質の溶出
の程度について評価す
る。

予備試験により酢酸溶
液と酢酸緩衝液のどちら
を用いるか決定する。3～
10年程度の溶出量を示
すといわれる。

同一組成の溶媒で同じ
条件で繰り返し溶出さ
せ、各溶出段階で有害物
質の溶出パターンを調べ
られる。

廃棄物が過酷な条件に
さらされた時に溶出する
可能性がある有害物質
の溶出量を推定するため
とされる。

底質に含まれる物質
が、水利用に悪影響を及
ぼすか否かを評価するた
めに底質中の有害物質
の全量を測定する方法。
暫定除去基準が設定さ
れているPCBと水銀は、
底質の汚染→底質の上
の水の汚染→魚の汚染
→魚の摂食による曝露と
いう経路が想定されてい
る。

有害物質を含む土壌
を、経口摂取等した場合
の直接摂取リスクを想定
したものであり、人の体
内での摂取（吸収）の実
態を考慮して酸抽出によ
り評価する。

試料粒径 <5mm <2mm <9.5mm <9.5mm <125μm <2mm <2mm
溶媒 蒸留水+HCｌ 蒸留水+HCｌ 酢酸/酢酸緩衝液 脱ｲｵﾝ水+酢酸 脱ｲｵﾝ水+HNO3 硝酸・塩酸（鉛の場合） 1N-HCL
ｐＨ 5.8～6.3 5.8～6.3 2.88/4.93 ≦5（維持） 7/4(固定) (<1) (<1)
試料量(g) >50 >50 100 100 16 2～5 >6
固液比(g/ml) 50/500 50/500 100/2000 100/1600 16/1600 5/200 6/200
温度(℃) 概ね20℃ 概ね20℃ 22.3±3 20～40 >100 概ね25℃
抽出方法 平行振とう 平行振とう 回転30±2rpm 連続攪拌 ｽﾀｰﾗｰ （加熱・濃縮) 平行振とう
抽出時間(hr) 6 6 18 24 3×2段階 加熱・濃縮時の液量1/2 2
抽出回数 1 1 1 1 1～2 3～4回 1
固液分離法

1μm ＧＦＰ
3000rpm(20min）
＋0.45μm ＭＦ

加圧ろ過
＋0.6～0.8μm ＧＦＰ

0.45μm ＭＦ 0.45μm ＭＦ 5種Ｂ
3000rpm (20min）
＋0.45μm ＭＦ

操作手順

溶出量試験 含有量試験試験方法
日本

抽
出
方
法

概要

国名 アメリカ
試験名称

有姿試料
50g以上

純水(10倍)
500ml以上となるよ
うにする

振とう
毎分200回,6hr
（概ね20℃）

ろ過
(1μm GFP)

固相部分 ろ液

pH 5.8～6.3に調整
（水酸化ﾅﾄﾘｳﾑまたは
塩酸を用いる）

遠心分離
3000rpm 20分

上澄液

測定

秤量
50g以上

純水(10倍)
500ml以上となるよ
うにする

振とう
毎分200回,6hr
（概ね20℃）

ろ過
(0.45μm ＭＦ)

固相部分 ろ液

pH 5.8～6.3に調整
（水酸化ﾅﾄﾘｳﾑまたは
塩酸を用いる）

遠心分離
3000rpm 20分

上澄液

測定

土壌試料 風乾

中小礫、木片等除
き、粗砕<2mm

静置 10～30分

秤量
6g以上

1N塩酸と重量体積
比3％で混合
（200ml）

振とう
毎分200回,2hr
（概ね25℃）

ろ過
(0.45μm ＭＦ)

固相部分 ろ液

遠心分離
3000rpm 20分

上澄液

測定

土壌試料 風乾

中小礫、木片等除
き、粗砕<2mm

静置 10～30分

鉛、砒素等
（六価クロム、シアン除く）

100g土壌

5g秤量,粉砕<1mm

pＨ>5

>10mmの場合、粉砕

96.5ml蒸留水添加

5分間攪拌

pＨ測定

pＨ<5

溶媒#1 3.5ml 1N 塩酸添加
50度,10分攪拌

予備実験
（溶出試験の溶媒を決める）

pＨ<5

溶媒#1

pＨ>5

溶媒#2

溶出試験

100g前処理済試料

　　20倍
(溶媒#1or溶媒#2)

pH調整で沈殿を生
じた場合は、pH調
整なし

18±2hr,
23±2℃ 振とう

ろ過
(0.6～0.8μm GFE)

pＨ測定

pH<2 (HNO3)

測定測定

100g土壌

水添加(16倍)

攪拌 24hr
（30～40℃）

ろ過
(0.45μｍMF)

(固相部分)
MEP溶出に供す

測定

（pH 5.0の場合、酢酸で
pH 5.0±0.2に調整）

16g,0.125μm土壌

固形物：蒸留水＝1:50

3hr攪拌
pH7に調整

15分静置後 ろ過
(0.45μｍMF)

残さ

pH4
固液比1：50
3hr攪拌

ろ液

測定

pH＜7pH＞7

3hr攪拌

2～5ｇ 乾燥試料

硝酸10ml添加

上澄液

ﾋﾞｰｶ200ml

塩酸20ml添加

加熱・濃縮

硝酸20ml添加

沈降物

塩酸で
洗　浄

鉛の場合

測定

　熱版から
　おろす

加熱・濃縮

　放冷

水50ml添加

加熱
(不溶物沈降)

ろ過

ろ洗液20ml

加熱・濃縮

放冷

塩酸(1+10)10ml

加熱

放冷

水100ml定容

洗浄


